
貸 　  借  　 対 　  照 　  表
（2025年3月31日現在）

（単位：千円）

(資産の部）

流  動  資  産 1,834,581 流  動  負  債 777,815

現 金 及 び 預 金 1,388,797  43,465

未 収 入 金 410,310 300,000

商 品 20,898 46,285

貯 蔵 品 2,126 21,514

前 払 費 用 12,148 195,718

そ の 他 298 96,168

固  定  資  産 4,909,594 4,860

  有形固定資産 4,802,990 53,896

建 物 4,096,306 1,139

構 築 物 175,077 12,556

機 械 装 置 223,698 2,208

車 両 及 び 運 搬 具 885 固  定  負  債 217,634

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 291,843 72,231

建 設 仮 勘 定 15,179 126,920

  無形固定資産 20,031 18,482

電 話 加 入 権 569 995,449

ソ フ ト ウ ェ ア 19,461

  投資その他の資産 86,572 株　主　資　本 5,748,727

投 資 有 価 証 券 22,000 資　　　 本　　　 金 1,125,000

保 険 積 立 金 4,400 利　益　剰　余　金 4,623,727

長 期 前 払 費 用 4,944 89,633

繰 延 税 金 資 産 54,933 4,534,093

そ の 他 293 別 途 積 立 金 3,800,000

繰 越 利 益 剰 余 金 734,093

純 資 産 合 計 5,748,727

資　　産　　合　　計 6,744,176 負債・純資産合計 6,744,176

役員退職慰労引当金

負　　債　　合　　計

(純資産の部）

利 益 準 備 金

そ の 他利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

未 払 金

設 備 未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

預 り 保 証 金

買 掛 金

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(負債の部）

-１-



損      益      計      算      書
2 0 2 4 年 04 月 01 日 か ら

2 0 2 5 年 03 月 31 日 ま で

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

営　　　業　　　収　　　益

323,109

448,901

207,508

82,771

754,070

80,222

181,100 2,077,684

売　　　上　　　原　　　価 231,982

1,845,702

販売費及び一般管理費 1,145,219

700,482

営　 業　 外　 収　 益

858

110

7,218 8,187

営　 業　 外　 費　 用

4,144

4 4,148

704,521

特　　　別　　　利　　　益

2,283

557,761 560,044

特　　　別　　　損　　　失

17,287

9,040

541,562 567,890

696,675

219,572

△ 4,674 214,897

481,777

空 港 施 設 使 用 料 助 成 金

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 圧 縮 額

付 帯 事 業 収 入

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

雑 支 出

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

国 庫 補 助 金 等 受 入 額

固 定 資 産 除 却 損

支 払 利 息

広 告 収 入

売 上 高

貸 室 収 入

売 店 収 入

食 堂 収 入

使 用 料 収 入
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（単位：千円）

資本金

別 途 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

1,125,000 85,133 3,600,000 501,816 4,186,949 5,311,949 5,311,949

剰 余 金 の 配 当 △ 45,000 △ 45,000 △ 45,000 △ 45,000

剰余金の配当に
伴う利益準備金
の 積 立

4,500 △ 4,500

別 途 積 立 金 の
積 立

200,000 △ 200,000

当 期 純 利 益 481,777 481,777 481,777 481,777

4,500 200,000 232,277 436,777 436,777 436,777

1,125,000 89,633 3,800,000 734,093 4,623,727 5,748,727 5,748,727

株主資本等変動計算書

2024年04月01日から
2025年03月31日まで

株　　　　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　　　　　資　　　　　　　　　　　　　　本

純資産合計

利　　益　　剰　　余　　金

株主資本
合　　　計

利 益 準 備 金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高

事 業 年 度 中
の 変 動 額

事 業 年 度 中
の 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  ⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

     市場価格のない株式等・・・・・・・移動平均法による原価法 

  ⑵ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     商 品・・・・・・・売価還元法による低価法 

     貯 蔵 品・・・・・・・移動平均法による原価法(収益性の低下による簿

価切り下げの方法) 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  ⑴ 有形固定資産（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）・・・定額法によっております。 

    主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建  物   8～38 年 

     構築物  10～35 年 

     機械装置   5～17 年 

     車両運搬具        4～6年 

     工具・器具及び備品  3～15 年 

    

  ⑵ 無形固定資産（ リ ー ス 資 産 を 除 く ）・・・定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額

法によっております。 

  ⑶ リ ー ス 資 産・・・・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

    賞 与 引 当 金・・・・・・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め支給見込額に基づき当事業年度に帰属する金

額を計上しております。 

    退職給付引当金・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を

計上しております。 

  役員退職慰労引当金・・・・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 
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４. 収益及び費用の計上基準 

   収益認識基準 

    当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下の

とおりであります。 

    不動産事業においては、建物の賃貸を行っており、契約期間に応じて期間経過分を

収益として認識しております。その他のサービスの提供については役務提供完了時

点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。 

 

(会計上の見積もりに関する注記) 

       会計上の見積もりにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であ

って、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと

おりです。 

       繰延税金資産  54,933 千円 

    繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額に

よって見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによ

って影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積り

と異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響

を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額                7,182,332 千円 

 ２．国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している額 

124,726 千円 

  ３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

    短期金銭債権                       19,313 千円 

    短期金銭債務                                             24,044 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

   関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

     営業収益                         221,810 千円 

     販売費及び一般管理費                                 17,733 千円 

  

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．当事業年度の末日における発行済株式の総数 

    普 通 株 式                     112,500 株 

 ２．配当に関する事項 

  ⑴ 配当金支払額 

    2024 年 6月 27 日開催の第 46期定時株主総会において、次のとおり決議して 

    おります。 

     配当金の総額                     45,000 千円 

     １株当たりの配当額                    400 円 
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     基準日                       2024 年 3月 31 日 

     効力発生日                     2024 年 6月 28 日 

  ⑵ 基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの 

    2025 年 6月 23 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する 

事項を次のとおり提案しております。 

     配当金の総額                     45,000 千円 

     １株当たりの配当額                    400 円 

     基準日                       2025 年 3月 31 日 

     効力発生日                     2025 年 6月 24 日 

    なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

（税効果に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  賞与引当金                         3,824 千円 

  未払事業税                         9,634 千円 

  退職給付引当金                       38,659 千円 

  役員退職慰労引当金                      5,629 千円 

その他                            4,155 千円 

繰延税金資産 小計                      61,903 千円

  評価性引当額                                              △5,629 千円 

   繰延税金資産 合計                      56,274 千円 

 

    繰延税金負債 

    保険積立金                                                △1,340 千円 

   繰延税金負債 合計                    △1,340 千円 

 繰延税金資産の純額                     54,933 千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

 ⑴ 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達することとしております。  

  ⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

    営業債権である未収入金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

    営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

    ｢現金及び預金｣、｢未収入金｣｢買掛金｣｢未払金｣｢設備未払金｣｢未払法人税等｣及び

｢預り金｣については、現金であること、及び短期で決済されるものであるため、時

価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。 

    また、重要性が乏しいものについても注記を省略しております。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、愛媛県松山市において、賃貸用の旅客ターミナルビル･貨物ターミナル

ビルを有しております。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項   (単位：千円) 

貸借対照表計上額 時   価 

3,558,324 3,558,324 

  （注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当社の賃貸等不動産は建物等減価償却資産のみであり、正規の減価償却計算後の適正な帳

簿価額に基づいた金額を時価として記載しております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

   (1)親会社及び法人主要株主等                   (単位：千円) 

種類 名称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主等 愛媛県 26.67％ 

補助金受入 

役員の兼任 

国際化支援事業 

及び魅力向上 

支援事業(注２) 

362,036 未収入金 214,464 

主要株主等 松山市 13.33％ 

補助金受入 

役員の兼任 

国際化支援事業

及び魅力向上 

支援事業(注２) 

181,017 未収入金 106,513 

(注１)上記の取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。なお、補助金の受入は、松山空

港国際化支援事業費補助金交付要綱等に基づいております。 

(注２)愛媛県、松山市からの主な補助金受入は、当社が国際定期航空路線運航会社に対して助成した相当

額であります。 

 

 

(2)兄弟会社等                          (単位：千円) 

種類 名称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

その他の関係会社

の子会社 

伊予鉄商事㈱ 

(㈱伊予鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟ

の子会社) 

29.33％ 不動産賃貸 歩合家賃収入他 167,897 

未収入金 

未 払 金 

17,198 

22,522 

主要株主(法人)が

議決権の過半数を

所有している会社 

全日本空輸㈱ 

(ANAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

㈱の子会社) 

16.78％ 

不動産賃貸 

役員の受入 

家賃収入 

設備使用料他 

97,802 

301,836 

未収入金 1,123 

(注１)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

(注２)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

 １．１株当たり純資産額                  51,099 円 79 銭 

 ２．１株当たり当期純利益                  4,282 円 46 銭 

  

（資産除去債務に関する注記） 

 当社は、国土交通省大阪航空局が管理する国有財産に関する国有財産使用許可に基づき、

当社が使用する使用許可物件(土地)の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を

撤去することの原状回復に係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する使用許

可物件(土地)の実質的な使用期間は、国の航空行政の動向に左右されるため現時点では明

確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合

う資産除去債務を計上しておりません。 

 

（その他の注記） 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


